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　議第1号

　　　令和6年度京都市一般会計予算

　令和6年度京都市一般会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ951,393,000千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳

　出予算」による。

（繰越明許費）

第２条　地方自治法第213条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用す

　ることができる経費は、「第２表繰越明許費」による。

（債務負担行為）

第３条　地方自治法第214条の規定により債務を負担することができる事項、

　期間及び限度額は、「第３表債務負担行為」による。

（市債）

第４条　地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる市債の

　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第４表市

　債」による。

（一時借入金）

第５条　地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの

　最高額は、130,000,000千円と定める。

　　　令和6年3月1日提出

　　　　　　　　　　　　　　 京 都 市 長　　松　 井　 孝　 治



千円

1 市 税 317,816,000

1 市 民 税 143,681,000

2 固 定 資 産 税 122,099,000

3 軽 自 動 車 税 2,170,000

4 市 た ば こ 税 9,579,000

5 入 湯 税 247,000

6 事 業 所 税 7,982,000

7 都 市 計 画 税 27,247,000

8 宿 泊 税 4,811,000

2 地 方 譲 与 税 3,532,000

1 地 方 揮 発 油 譲 与 税 1,276,000

2 自 動 車 重 量 譲 与 税 1,852,000

3 地 方 道 路 譲 与 税 1,000

4 石 油 ガ ス 譲 与 税 50,000

5 森 林 環 境 譲 与 税 353,000

3 府 税 交 付 金 48,688,000

1 利 子 割 交 付 金 83,000

2 配 当 割 交 付 金 2,022,000

3 株式等譲渡所得割交付金 2,090,000

4 ゴルフ場利用税交付金 33,000

5 自 動 車 取 得 税 交 付 金 1,000

6 軽 油 引 取 税 交 付 金 3,998,000

7 法 人 事 業 税 交 付 金 4,537,000

8 地 方 消 費 税 交 付 金 34,746,000

9 分離課税所得割交付金 324,000

10 環 境 性 能 割 交 付 金 854,000

4 地 方 特 例 交 付 金 7,666,000

　2　一般

　　第１表　歳入歳出予算

      歳       入

款 項 金 額



千円

1 地 方 特 例 交 付 金 7,590,000

新型コロナウイルス感染
症対策地方税減収補塡特 76,000
別 交 付 金

5 地 方 交 付 税 66,312,000

1 地 方 交 付 税 66,312,000

6 交通安全対策特別交付金 500,000

1 交通安全対策特別交付金 500,000

7 分 担 金 及 び 負 担 金 4,756,102

1 負 担 金 4,756,102

8 使 用 料 及 び 手 数 料 22,245,094

1 使 用 料 16,711,502

2 手 数 料 5,533,592

9 国 庫 支 出 金 182,559,324

1 国 庫 負 担 金 148,342,275

2 国 庫 補 助 金 33,575,269

3 国 庫 委 託 金 641,780

10 府 支 出 金 47,220,893

1 府 負 担 金 35,932,898

2 府 補 助 金 8,901,902

3 府 委 託 金 2,386,093

11 財 産 収 入 7,170,233

1 財 産 運 用 収 入 2,700,950

2 財 産 売 払 収 入 4,469,283

12 寄 附 金 10,640,150

1 寄 附 金 10,640,150

13 繰 入 金 23,784,571
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款 項 金 額
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千円

1 特 別 会 計 繰 入 金 1,155,154

2 基 金 繰 入 金 22,629,417

14 繰 越 金 1

1 繰 越 金 1

15 諸 収 入 162,783,632

1 延滞金加算金及び過料 167,370

2 市 預 金 利 子 900

3 貸 付 金 元 利 収 入 2,237,016

4 預 託 金 元 利 収 入 144,118,631

5 受 託 事 業 収 入 322,342

6 収 益 事 業 収 入 3,500,000

7 雑 入 12,437,373

16 市 債 45,719,000

1 市 債 45,719,000

951,393,000

前 回

増 額

歳 入 合 計
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款 項 金 額



千円

1 議 会 費 2,126,000

1 議 会 費 2,126,000

2 総 務 費 62,320,000

1 総 務 管 理 費 48,264,031

2 税 務 費 3,011,086

3 統 計 調 査 費 31,472

4 財 産 費 347,073

5 選 挙 費 80,155

6 監 査 委 員 費 10,801

7 人 事 委 員 会 費 48,101

8 防 災 費 257,219

9 総 務 施 設 整 備 費 10,270,062

3 文 化 市 民 費 25,366,000

1 文 化 市 民 総 務 費 9,596,092

2 文 化 費 7,070,183

3 市 民 生 活 費 4,196,828

4 共 同 参 画 社 会 費 257,942

5 ス ポ ー ツ 振 興 費 834,695

6 文 化 市 民 施 設 整 備 費 3,410,260

4 保 健 福 祉 費 265,292,000

1 保 健 福 祉 総 務 費 53,684,358

2 生 活 保 護 費 71,038,267

3 障 害 者 福 祉 費 75,256,398

4 老 人 福 祉 費 55,860,604

5 保 健 費 3,006,733

6 予 防 費 4,691,644

7 生 活 衛 生 費 821,350

8 保 健 福 祉 施 設 整 備 費 932,646
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金 額款 項

      歳       出



千円

5 子ども若者はぐくみ費 117,150,000

子ども若者はぐくみ総務
費

子ども若者はぐくみ事業
費

子ども若者はぐくみ施設
整備費

6 環 境 費 23,218,000

1 環 境 総 務 費 8,980,450

2 環 境 保 全 費 1,093,914

3 ご み 処 理 費 9,898,558

4 ふ ん 尿 処 理 費 483,567

5 機 材 管 理 費 231,850

6 環 境 施 設 整 備 費 2,529,661

7 産 業 観 光 費 154,859,000

1 産 業 観 光 総 務 費 5,077,468

2 商 工 振 興 費 2,015,089

3 中 小 企 業 対 策 費 144,261,189

4 技 術 振 興 費 937,341

5 観 光 費 700,904

6 農 業 費 530,533

7 林 業 費 498,708

8 産 業 観 光 施 設 整 備 費 837,768

8 計 画 費 20,124,000

1 計 画 総 務 費 6,764,942

2 都 市 計 画 費 1,339,289

3 風 致 美 観 費 587,503

4 建 築 指 導 費 610,378

5 住 宅 政 策 費 385,379

6 住 宅 管 理 費 4,289,308

7 住 環 境 整 備 費 6,147,201

9 土 木 費 24,596,000

444,5893

2

1

款 項 金 額
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9,415,010

107,290,401



千円

1 土 木 総 務 費 6,323,641

2 駐 車 場 費 511,615

3 道 路 橋 り ょ う 費 6,190,128

4 道 路 特 別 整 備 費 3,848,057

5 河 川 排 水 路 費 2,186,058

6 都 市 河 川 整 備 費 875,602

7 緑 化 推 進 費 2,413,862

8 街 路 費 150,801

9 重 要 幹 線 街 路 費 704,781

10 土 地 区 画 整 理 費 1,055,748

11 市 街 地 再 開 発 費 195,807

12 受 託 工 事 費 139,900

10 消 防 費 21,920,000

1 消 防 総 務 費 16,661,500

2 消 防 費 2,952,900

3 消 防 施 設 整 備 費 2,305,600

11 教 育 費 115,921,000

1 教 育 総 務 費 88,848,182

2 小 学 校 費 3,561,867

3 中 学 校 費 2,174,790

4 高 等 学 校 費 830,375

5 幼 稚 園 費 92,140

6 社 会 教 育 費 2,030,438

7 青少年科学センター費 163,896

8 学 校 施 設 整 備 費 18,219,312

12 災 害 対 策 費 1,409,000

1 農 林 災 害 復 旧 費 109,000

2 土 木 災 害 復 旧 費 1,300,000

13 公 債 費 90,193,000

1 公 債 費 90,193,000

款
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項 金 額



千円

14 諸 支 出 金 25,899,000

1 公 営 企 業 費 25,855,000

2 土 地 取 得 費 44,000

15 予 備 費 1,000,000

1 予 備 費 1,000,000

951,393,000

款 項 金 額

歳 出 合 計
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　  第２表　繰 越 明 許 費

事　　　業　　　名 金　　　額

千円　　　

2 総 務 費 4 財 産 費 建物管理事業 21,000

6 環 境 費 2 環 境 保 全 費 地球温暖化対策事業 60,000

8 計 画 費 1 計 画 総 務 費 まち再生創造推進事業 16,000

3 風 致 美 観 費 風致美観事業 61,000

7 住 環 境 整 備 費 住環境整備事業 498,000

9 土 木 費 3 道路橋りょう費 道路維持補修事業 340,000

交通安全施設整備事業 130,000

道路改良事業 160,000

橋りょう改修事業 10,000

4 道路特別整備費 道路橋りょう整備事業 1,220,000

交通安全施設整備事業 100,000

5 河 川 排 水 路 費 河川改修事業 210,000

幹線排水路改修事業 190,000

6 都市河川整備費 都市河川整備事業 340,000

7 緑 化 推 進 費 公園緑地整備事業 120,000

8 街 路 費 幹線街路整備事業 10,000

9 重要幹線街路費 重要幹線街路整備事業 220,000

10 土地区画整理費 区画整理幹線街路事業 170,000

公共団体区画整理補助事業 190,000

12 受 託 工 事 費 受託工事事業 20,000

11 教 育 費 8 学校施設整備費 学校施設整備事業 2,500,000

款 項

一般　9　
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　第３表　債務負担行為

事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　度　　　　額

千円　

令和６年度における地方債 令和 6年度から 元金1,180,000,000千円及びこれに対する利子
証券の共同発行によって生  相当額
じる連帯債務 令和16年度まで

市政情報総合案内コールセ 令和 6年度から 477,195
ンター運営経費

令和11年度まで

大学のまち交流センター施 令和6年度及び 421,000
設改修費

令和7年度■■

総務事務センター運営経費 令和 7年度から 1,147,500

令和11年度まで

市庁舎管理費 令和 6年度から 240,000

令和13年度まで

納税通知書等作成経費 令 和  7  年 度 20,000

市庁舎整備事業費 令和6年度及び 900,000

令和7年度■■

軽自動車税に係る税システ 令 和  7  年 度 1,000
ム改修費

マイナンバー連携システム 令和6年度及び 54,500
改修費

令和7年度■■

財務会計システム再構築費 令和7年度及び 2,013,000

令和8年度■■

芸術文化特別奨励金 令 和  7  年 度 6,000

令和６年度助成金等内定者 令和 6年度から 融資金の回収未済額
資金融資制度損失補てん金

債務消滅時まで

市民狂言会事業費 令 和  7  年 度 1,600

京都文学賞事業費 令 和  7  年 度 10,300

京都映画賞事業費 令 和  7  年 度 8,550
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事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　度　　　　額

千円　

令和６年度文化財保護事業 令和 6年度から 次の各号に掲げる額の合計額
資金融資制度損失補てん金 (1) 融資金の回収未済額

債務消滅時まで (2) 債務者が支払うべき約定利息額
(3) 延滞割賦金のそれぞれに対して約定償還日
　  の翌日から年利率14.0パーセントの割合を
 　 乗じて得た遅延損害金

近現代の展覧会事業費 令 和  7  年 度 30,000

元離宮二条城運営事業費 令和7年度及び 25,100

令和8年度■■

戸籍システム等の標準準拠 令和6年度及び 153,104
システムへの移行

令和7年度■■

三条市営住宅再生事業に伴 令和6年度から 22,530
う東山いきいき市民活動セ
ンターサロン除却工事 令和8年度まで

祇園祭山鉾館改修工事事業 令 和  7  年 度 68,720
費

元離宮二条城整備事業費 令和6年度及び 333,720

令和7年度■■

山科区役所空調改修工事 令和6年度及び 32,470

令和7年度■■

東山区役所火災受信機改修 令和6年度及び 121,530
工事

令和7年度■■

錦林市営住宅団地再生事業 令和6年度及び 10,724
に伴う左京東部いきいき市
民活動センター等除却 令和7年度■■

伏見いきいき市民活動セン 令和6年度及び 14,535
ター集会室空調改修工事費

令和7年度■■

男女共同参画センター天井 令 和  7  年 度 287,780
等改修工事

民間社会福祉施設整備助成 令 和  7  年 度 292,600
事業費

障害者福祉施設管理経費 令和 7年度から 147,000

令和11年度まで
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事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　度　　　　額

千円　

高齢者福祉施設管理経費 令和 7年度から 135,000

令和10年度まで

令和６年度看護師修学資金 令和 6年度から 次の各号に掲げる額の合計額
融資制度損失補てん金 (1) 融資金の回収未済額

債務消滅時まで (2) 債務者が支払うべき約定利息額
(3) 延滞割賦金のそれぞれに対して約定償還日
　  の翌日から年利率14.0パーセントの割合を
　  乗じて得た遅延損害金

公設高齢者福祉施設空調改 令 和  7  年 度 114,300
修等工事費

公設高齢者福祉施設消防設 令和6年度及び 34,200
備改修工事費

令和7年度■■

身体障害者福祉センター除 令和7年度及び 175,000
却

令和8年度■■

児童福祉施設管理経費 令和7年度から 180,000

令和9年度まで

児童福祉施設管理経費 令和 7年度から 454,000

令和10年度まで

子ども保健医療相談・事故 令和7年度から 112,000
防止センター管理経費

令和9年度まで

公設児童館工事費 令 和  7  年 度 8,204

第二児童福祉センター空調 令 和  7  年 度 116,135
設備更新

京都市脱炭素先行地域創出 令和6年度及び 350,000
事業費

令和7年度■■

家庭ごみ有料指定袋製造経 令 和  7  年 度 320,000
費

燃やすごみ等収集運搬経費 令和 7年度から 2,185,462

令和10年度まで

プラスチック類選別処理経 令和6年度から 1,440,435
費

令和9年度まで

クリーンセンター運営費 令和 6年度から 1,629,045

令和11年度まで
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事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　度　　　　額

千円　

クリーンセンター運営費 令和 7年度から 2,022,749

令和11年度まで

車両整備費 令和6年度及び 95,820

令和7年度■■

埋立処分地整備費 令 和  7  年 度 45,501

令和６年度セーフティネッ 令和 6年度から
ト融資制度損失補てん金あ

令和27年度まで

令和６年度政策支援融資制 令和 6年度から
度損失補てん金■■■-■

令和27年度まで

令和６年度事業成長・持続 令和 6年度から
支援融資制度損失補てん金

令和21年度まで

小規模企業おうえん資金、災害対策緊急資
金、あんしん借換資金（緊急枠）、新型コロ
ナウイルス対応緊急資金、中小企業下支え資
金及び中小企業再生資金で、信用保証協会が
債務の保証を行ったことによって生じた代位
弁済元金額から中小企業信用保険法第５条の
規定により支払を受けた保険金の額を控除し
た額に対して、小規模企業おうえん資金及び
災害対策緊急資金において100分の80を、あん
しん借換資金（緊急枠）及び新型コロナウイ
ルス対応緊急資金、中小企業下支え資金にお
いて100分の65を、中小企業再生資金において
6分の1をそれぞれ乗じて得た額の合計に相当
する額■■■■■■■■■■■■■■-■■

市関連認定制度資金、創業・経営承継支援資
金、ＳＤＧｓ推進サポート資金、脱炭素経営
促進資金及び地域産業振興特区資金で、信用
保証協会が債務の保証を行ったことによって
生じた代位弁済元金額から中小企業信用保険
法第５条の規定により支払を受けた保険金の
額を控除した額に対して、市関連認定制度資
金において100分の100を、創業・経営承継支
援資金（事業転換・多角化及び事業承継分
（経営承継一般型及び経営承継支援型）に限
る。)及びＳＤＧｓ推進サポート資金において
100分の80を、脱炭素経営促進資金及び地域産
業振興特区資金において100分の65を、創業・
経営承継支援資金（事業転換・多角化、事業
承継分及び創業分（創業無保証人型）を除
く。）において100分の10を、創業・経営承継
支援資金（創業分（創業無保証人型）に限
る。）において100分の5を、創業・経営承継
支援資金（事業承継分（経営承継借換型）に
限る。）において3分の1をそれぞれ乗じて得
た額の合計に相当する額■■■■■■■■■

信用保証協会が債務の保証を行ったことによっ
て生じた代位弁済元金額から中小企業信用保険
法第５条の規定により支払を受けた保険金の額
を控除した額に対して100分の25を乗じて得た
額■■■■■■■■■■■■■■■



　14　一般

事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　度　　　　額

千円　

勧業館特別高圧受変電設備 令和6年度及び
改修工事費■■■■■

令和7年度■■

勧業館高圧受変電設備改修 令和6年度及び
工事費■■■■■■■

令和7年度■■

令和６年度企業立地促進制 令和6年度から
度補助金■■■■-■■■

債務消滅時まで

企業立地促進制度補助金の交付対象として認め
た次の第１号から第５号に掲げる額、京都型グ
ローバル・ニッチ・トップ企業育成補助金の交
付対象として認めた次の第６号及び第７号に掲
げる額、新事業創出型事業施設活用推進事業補
助金及びベンチャー企業等ステップアップ事業
補助金の交付対象として認めた次の第８号に掲
げる額、賃貸用事業施設等立地促進制度補助金
の交付対象として認めた次の第９号及び第10号
に掲げる額の合計に相当する額
(1) 本社・工場等の新増設等に伴い取得した固
　　定資産（家屋及び償却資産に限る。）に係
　　る固定資産税及び都市計画税（最大３年度
　　分（特定地域のうちオフィス・ラボ誘導地
　　区及びらくなん進都（鴨川以南）を除く地
　　区内においては、当該額に100分の120を乗
　　じた額。オフィス・ラボ誘導地区及びらく
　　なん進都（鴨川以南）内においては、本社
　　等は当該額に100分の150を乗じた額、工場
　　は当該額に100分の120を乗じた額）。１件
　　当たり限度額１億円）
(2) 本社・工場等の新増設等に伴い埋蔵文化財
　　発掘調査を実施した場合、当該調査に要し
　　た経費に100分の50を乗じた額（１件当た
　　り限度額25,000千円）
(3) 市内に初めて本社・工場等を新設すること
　　に伴い増加する常時雇用者（市民）１人当
　　たり年200千円を乗じた額（２年分。１件
　　当たり限度額年10,000千円）
(4) 市内に初めてオフィス等を新設することに
　　伴い増加する常時雇用者（市民）１人当た
　　り年100千円を乗じた額（２年分。１件当
　　たり限度額年5,000千円）（本市の産業政
　　策に特に寄与すると認められる産業分野に
　　ついては１人当たり年200千円を乗じた額
　　（２年分。１件当たり限度額年10,000千
　　円））
(5) 市内に初進出を検討する事業者が試行的に
　　市内のコワーキングスペース等を利用する
　　場合の利用料及び交通費の合計に100分の
　　50を乗じた額（最大３か月分。１件当たり
    限度額は利用料及び交通費各250千円）
(6) 事業所の新増設に伴い取得した固定資産
　　（家屋及び償却資産に限る。）に係る固定
　　資産税及び都市計画税（最大３年度分。１
　　件当たり限度額１億円）
(7) 事業所の新増設に伴い埋蔵文化財発掘調査
　　を実施した場合、当該調査に要した経費に
　　100分の50を乗じた額（１件当たり限度額
　　25,000千円）

399,740

73,690



一般　15　

事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　度　　　　額

千円　

令和６年度産業用地創出制 令和6年度から
度 - ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

債務消滅時まで

産業用地創出のための環境 令 和  7  年 度
整備事業費

令和６年度世界に羽ばたく 令和6年度及び
社会課題解決型スタートア
ップ創出プロジェクト補助 令和7年度■■
金 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

万博に向けた機運醸成・誘 令 和  7  年 度
客等推進事業費

令和６年度ＭＩＣＥ誘致強 令和6年度から
化事業補助金■■■-■■

債務消滅時まで

　交流促進・まちづくりプラ 令和7年度から 160,500
　ザ管理経費

令和9年度まで

京都駅新橋上駅舎・自由通 令和 7年度から 10,335,800
路整備事業

令和13年度まで

ＭＩＣＥ誘致強化事業補助金の交付対象として
認めた次の第１号及び第２号に掲げる額の合計
額に相当する額■■■■■■■■■■■
(1) 大規模国際会議の開催に要する経費と開催
　  に伴い生じる収入額との差額（１件当たり
　  限度額10,000千円）■■■■■■■■
(2) 大規模国際会議の誘致に要する経費（１件
　  当たり限度額1,000千円）0■■■■■■■

地域未来投資促進法に基づく重点促進区域に
おいて、民間事業者が後続計画や交通円滑化
に留意した道路整備を実施した場合、その舗
装工事費、側溝整備費及び用地費に要した額
（舗装工事費：土木工事標準積算基準書に基
づき算出した額、側溝整備費：土木工事標準
積算基準書に基づき算出した額、用地費：京
都市固定資産税路線価に対象となる数量を乗
じて得た額）の2分の1に相当する額■■■■
■■■■■■■■■■■■■■■■■

216,700

16,000

8,000

(8) 賃貸室の入居に要する経費の一部に相当す
　　る額（最大５か年分。京大桂ベンチャープ
　　ラザ北館及び南館並びにクリエイション・
　　コア京都御車においては、１件当たり限度
　　面積100平方メートル、京都リサーチパー
　　ク地区においては１件当たり限度面積200
　　平方メートル）
(9) オフィス・ラボ誘導地区において、大規模
　　テナントオフィスビルの新増設等に伴い取
　　得した固定資産（家屋及び償却資産に限
　　る。）に係る固定資産税及び都市計画税
　　（２年度分。１件当たり限度額１億円）
(10)レンタルラボ施設の新増設等に伴い取得し
　　た固定資産（家屋及び償却資産に限る。）
　　に係る固定資産税及び都市計画税（２年度
　　分。１件当たり限度額１億円）



　16　一般

事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　度　　　　額

千円　

伝統的建造物群保存地区協 令 和  7  年 度 5,000
議会総会経費

市営住宅指定管理委託料 令和7年度から 1,046,988

令和9年度まで

令和６年度市営住宅実施設 令和6年度から 3,009,337
計及び建設費

令和8年度まで

道路台帳補正経費 令 和  7  年 度 60,741

稲荷山トンネル設備等改修 令 和  7  年 度 20,713
費

宮前橋工事費 令 和  7  年 度 500,000

大石道跨線橋補修工事費 令和7年度及び 499,000

令和8年度■■

橋りょう老朽化修繕工事費 令 和  7  年 度 110,000

橋りょう点検費 令和 7年度から 421,000

令和10年度まで

横断歩道橋点検費 令和 7年度から 25,000

令和10年度まで

河原町通無電柱化工事費 令 和  7  年 度 166,000

後院通無電柱化工事費 令和6年度から 508,000

令和8年度まで

釜座通・丸太町通無電柱化 令 和  7  年 度 53,000
設計費

国道162号（川東工区）工 令 和  7  年 度 270,600
事費

洛南排水機場３号ガスター 令 和  7  年 度 50,400
ビン整備工事費

西羽束師排水機場サージタ 令 和  7  年 度 29,600
ンクゲート整備工事費

三栖排水機場２号ポンプほ 令 和  7  年 度 230,000
か更新工事費



一般　17　

事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　度　　　　額

千円　

新川排水機場流入ゲート機 令 和  7  年 度 8,500
側操作盤更新工事費

西羽束師川河川改修工事費 令 和  7  年 度 442,000

有栖川河川改修工事費 令和6年度から 275,700

令和8年度まで

伏見西部第四地区区画整理 令 和  7  年 度 62,000
事業費

伏見西部第五地区区画整理 令和6年度から 475,650
事業費

令和8年度まで

指令システム維持管理費 令 和  7  年 度 84,000

令和６年度京都府南部消防 令和7年度及び 9,106,000
指令センター整備費

令和8年度■■

令和６年度学校増改築等施 令和7年度及び 6,099,772
設整備費

令和8年度■■
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　第４表　市　　　　債

起　債　の　目　的 起債の方法 利　率 償還の方法

千円 ％

議 会 施 設 整 備 費 52,000 

防 災 費 6,000 

総 務 施 設 整 備 費 7,134,000 

市 民 生 活 費 4,000 

文 化 市 民 施 設 整 備 費 1,110,000 

保 健 福 祉 施 設 整 備 費 685,000 

市 立 病 院 費 5,000 

子 ど も 若 者 は ぐ く み
事 業 費 あ あ あ あ あ あ

23,000 

子 ど も 若 者 は ぐ く み
施 設 整 備 費 あ あ あ あ

200,000 

環 境 施 設 整 備 費 699,000 

環 境 車 両 整 備 費 52,000 

産 業 振 興 費 159,000 

技 術 振 興 事 業 費 54,000 

農 業 農 村 整 備 費 6,000 

森 林 整 備 費 36,000 

産 業 観 光 施 設 整 備 費 663,000 

計 画 総 務 費 44,000 

交 通 政 策 費 224,000 

古 都 保 存 事 業 費 73,000 

開 発 指 導 費 35,000 

公 営 住 宅 整 備 費 2,394,000 

限　　度　　額

起債の日か

ら据置期間

を含め30年

以内に、元

利均等その

他の方法に

より償還す

る。ただし、

財政の都合

そ の 他に

よっては、

繰上償還を

することが
できる。

8.0以内
ただし、利
率見直し方
式で借り入
れる政府資
金及び地方
公共団体金
融機構資金
については、
利率の見直
しを行った
後において
は、当該見
直し後の利
率

証 券 発 行
（他の地方
公共団体と
の共同発行
を含む。）
又は消費貸
借の方法に
よる。

発行価格が額面
金額を下回ると
きは、その発行
価格差減額を埋
めるため必要な
金額をこれに加
算した額
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起　債　の　目　的 起債の方法 利　率 償還の方法

千円　 ％　

一 般 公 共 事 業 費 2,668,000 

都 市 整 備 費 4,507,000 

消 防 費 20,000 

消 防 施 設 整 備 費 1,813,000 

学 校 施 設 整 備 費 11,577,000 

水 道 事 業 出 資 金 358,000 

高 速 鉄 道 事 業 出 資 金 1,406,000 

高 速 鉄 道 事 業 補 助 金 3,000 

災 害 復 旧 費 521,000 

臨 時 財 政 対 策 債 9,188,000 

計 45,719,000 

限　　度　　額



aaa


